
「
介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
に
関
す
る
見
直
し
」

に
つ
い
て

平
成

2
9
年
７
月
１
４
日
（
金
）

宮
城
県

1

地
方
分
権
改
革
に
係
る
提
案
団
体
ヒ
ア
リ
ン
グ

介
護
予
防
む
す
び
丸

重点番号16：介護支援専門員の登録に関する見直し（宮城県）
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宮
城
県
の
高
齢
者
に
関
す
る
状
況

2

宮
城
県
総
人
口
：

2
3

1
万
人

（前
年
度
比
0.
3％
減
、
H
20
年
度
か
ら
1.
1%
減
）

65
歳
以
上
人
口
：

6
0
万

7
千
人

（前
年
度
比
2.
2％
増
、
H
20
年
度
か
ら
22
.5
％
増
）

高
齢
化
率
：

2
6

.3
％

（
全
国
平
均
：
27
.3
％
、
全
国
41
位

（
高
い
順
）
）
※
1

75
歳
以
上
人
口
：

3
0
万

2
千
人

（
65
歳
以
上
人
口
に
占
め
る
割
合
49
.8
％
）

要
介
護
・
要
支
援
者
数
：1

1
万

1
千
人

（
前
年
度
比
1.
4％
増
）

要
介
護
認
定
率
：

1
7

.9
％

（
全
国
平
均
：
18
.0
％
、
全
国
31
位

（
高
い
順
）
）

介
護
支
援
専
門
員
登
録
者
数
：

1
万

1
千
人

（
全
国
登
録
者
数
：
65
万
人
）

※
数
値
は
基
本
的
に
H
29
.3
.3
1現
在

※
1
高
齢
化
率
全
国
平
均
、
全
国
順
位
の
み
H
28
.1
0.
1現
在
総
務

省
統
計
局
資
料
よ
り

要
介
護
・要
支
援
者
数
及
び

認
定
率
の
推
移

栗
原
市

登
米
市気
仙
沼
市

石
巻
市

仙
台
市

大
崎
市

仙
南
地
域
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介
護
支
援
専
門
員
の
役
割
と
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

3

「
介
護
支
援
専
門
員
（ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
）
」
と
は
、
要
介
護
者
等
か
ら
の
相
談
を
受
け
、
心
身
の
状
況
等
に
応
じ
た
適
切
な

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
よ
う
市
町
村
や
事
業
者
等
と
の
連
絡
調
整
等
を
行
う
者
で
あ
っ
て
、
要
介
護
者
等
が
自

立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
の
に
必
要
な
援
助
に
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
有
す
る
も
の
と
し
て
介
護
支
援
専
門
員

証
の
交
付
を
受
け
た
も
の
を
い
う
。

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
推
進
す
る
上
で
、
「
介
護
支
援
専
門
員
」
は
高
齢
者
へ
の
相
談
業
務
や
サ
ー
ビ
ス
の
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
ト
な
ど
を
行
う
重
要
な
役
割
を
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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介
護
支
援
専
門
員
の
更
新
制
度
と
登
録
消
除
処
分

4

介
護
支
援
専
門
員
証
の
有
効
期
間
は
５
年
（法
第
69
条
の
7第

1項
第
3号
）

介
護
支
援
専
門
員
証
の
有
効
期
間
は
、
申
請
に
よ
り
更
新
す
る
。

有
効
期
間
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
「
更
新
研
修
」
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（法
第
69
条
の
8第

1・
2項
）

介
護
支
援
専
門
員
証
の
交
付
を
受
け
て
い
な
い
も
の
が
、
「
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
業
務
を

行
っ
た
場
合
」
、
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
登
録
を
消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
法
第
69
条
の
39
第
3項
第
3号
）

登
録
消
除
の
処
分
を
受
け
た
場
合
、
そ
の
処
分
の
日
か
ら
起
算
し
て
５
年
を
経
過
し
な
い
と
再

度
登
録
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
（
法
第
69
条
の
2第

1項
第
6号
）

更
新
手
続
き
を
せ
ず
、
介
護
支
援
専
門
員
証
が
失
効
し
た
状
態
で
業
務
を
行
っ
た
場
合
、

う
っ
か
り
ミ
ス
で
あ
っ
て
も
、
介
護
保
険
法
の
規
定
に
よ
り
、

酌
量
の
余
地
無
く
「
登
録
消
除
処
分
」
「
欠
格
期
間
５
年
」
と
な
る
。

※
法
＝
介
護
保
険
法
（
以
下
、
本
資
料
に
お
い
て
同
じ
）
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介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
消
除
の
現
状

5

平
成
27
・2
8年
度
の
介
護
支
援
専
門
員
の

登
録
消
除
案
件
は
、
全
国
で

8
6
件
。

そ
の
う
ち
、
半
数
以
上
の

5
3
％
が
、
更
新

手
続
き
を
せ
ず
、
介
護
支
援
専
門
員
証
が

失
効
し
た
状
態
で
業
務
を
行
っ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
。

※
デ
ー
タ
は
、
介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
消
除
に
係
る
各
県
通
知
を
基
に

宮
城
県
が
集
計
し
た
も
の
（
H
27
：
50
件
、
H
28
：3
6件
）

消
除
理
由

件
数

都
道
府
県
知
事
の

裁
量
の
有
無

根
拠
条
文

（
介
護
保
険
法
）

本
人
か
ら
の
申
請

1
無

（
消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）

§
69
の
6 ①

(2
)

試
験
合
格
の
取
消

1
§
69
の
6 ①

(4
)

成
年
被
後
見
人
・被
補
佐
人
、
禁
固
以
上
の
刑
、
保
健
医
療
・福
祉
に
係
る
法
令
に
よ
る
罰
金
等

10
§
69
の
39
①

(1
)

不
正
の
手
段
に
よ
る
登
録

4
§
69
の
39
①

(2
)

介
護
支
援
専
門
員
の
義
務
等
違
反
（名
義
貸
し
禁
止
、
信
用
失
墜
行
為
禁
止
、
秘
密
保
持
等
）

24
有

（
消
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
）
§
69
の
39
②
(1
)

証
の
交
付
（更
新
）を
受
け
ず
に
業
務
を
行
う

4
6

無
（
消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）
§
69
の
39
③
(3
)

合
計

86
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具
体
的
な
支
障
事
例

6

宮
城
県
で
は
、
法
第
69
条
の
39
第
3号
の
規
定
に
よ
る
介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
消
除
が
、
平
成
28
年
度
に
2件
発

生
し
た
。
い
ず
れ
も
、
更
新
研
修
を
修
了
し
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
多
忙
な
業
務
の
中
で
更
新
手
続
き
を
失
念
し
、
介

護
支
援
専
門
員
証
が
失
効
し
た
状
態
で
数
日
間
業
務
を
行
っ
て
し
ま
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。

登
録
消
除
処
分
後
の
欠
格
期
間
が
5年
と
、
社
会
福
祉
士
、
介
護
福
祉
士
等
の
欠
格
期
間

2
年
と
比
較
し
て
長
期
で
あ
る
。

現
在
の
規
定
で
は
、
酌
量
の
余
地
な
く
登
録
を
消
除
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
消
除
処
分
と
す
る
に
は
厳
し
す

ぎ
る
の
で
は
と
思
わ
れ
る
実
例
も
散
見
さ
れ
る
。

介
護
支
援
専
門
員
が
勤
務
す
る
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
等
は
小
規
模
事
業
所
が
多
い
た
め
、
新
た
な
人
材
を

確
保
す
る
必
要
が
生
じ
る
な
ど
事
業
者
の
負
担
も
大
き
い
。

介
護
支
援
専
門
員
は
、
利
用
者
個
人
と
の
信
頼
関
係
の
も
と
、
生
活
状
況
や
身
体
状
況
を
把
握
し
ケ
ア
プ
ラ
ン
を
作
成
す

る
専
門
職
で
あ
る
た
め
、
消
除
と
な
っ
た
場
合
、
新
し
い
介
護
支
援
専
門
員
と
信
頼
関
係
を
再
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
処
分
対
象
者
だ
け
で
な
く
、
利
用
者
に
と
っ
て
も
負
担
が
大
き
い
も
の
と
な
り
、
適
切
な
ケ
ア
プ
ラ
ン
作
成
に
支
障
を
生
じ

る
可
能
性
が
あ
る
。

欠
格
期
間
が
5年
と
長
く
，
処
分
対
象
者
の
雇
用
維
持
が
困
難
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
な
ど
、
処
分
対
象
者
が

復
職
す
る
ハ
ー
ド
ル
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

事
業
所
数

う
ち
1 人

C
M
事
業
所
数

割
合

居
宅
介
護
支
援
事
業
所

67
8

19
5

28
.8
%

宮
城
県
内
で
は
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
２
８
．
８
％
が
介
護
支
援
専
門
員
の
配
置
を

1
人
と
し
て
い
る
小
規
模
事
業
所

H
29
年
6月

30
日
現
在

C
M
＝
介
護
支
援
専
門
員
（ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
）

こ
ん
な
支
障
が
…

こ
ん
な
支
障
が
…
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提
案
の
内
容
と
効
果
①

7

介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
の
消
除
に
関
す
る
法
第
69
条
の
39
第
3項
第
3号
の
規
定
に
つ
い
て
、

「
消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」を
「消
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
す
る
。

又
は
、
法
第

6
9
条
の

3
9
第

3
項
第

3
号
の
規
定
を
法

6
9
条
の

3
9
第

2
項
に
移
す
。

提
案
①

登
録
消
除
に
お
け
る
都
道
府
県
知
事
の
裁
量
権
の
付
与

法
第
69
条
の
39

（
第
１
項

省
略
）

２
都
道
府
県
知
事
は
、
そ
の
登
録
を
受
け
て
い
る
介
護
支
援
専
門
員
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

場
合
に
は
、
当
該
登
録
を
消
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
一
～
三
号

省
略
）

３
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
登
録
を
し
て
い
る
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
登
録
を

消
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
一
～
二
号

省
略
）

三
介
護
支
援
専
門
員
と
し
て
業
務
を
行
っ
た
場
合

期
待
で
き
る
効
果

介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
消
除
と
い
う
重
い
処
分
に
当
た
っ
て
、
都
道
府
県
知
事
は
、

個
別
の
事
情
な
ど
を
踏
ま
え
た
上
で
の
判
断
が
可
能
と
な
る
。
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提
案
の
内
容
と
効
果
②

8

介
護
保
険
法
第
69
条
の
2第

1項
第
6号
及
び
同
項
第
7号
に
よ
る

介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
の
欠
格
期
間
を
、
社
会
福
祉
士
、
介
護
福
祉
士
等
の

欠
格
期
間
と
同
様
に

5
年
か
ら

2
年
に
緩
和
す
る
。

《
参
考
》
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
第
3条
第
1項
第
2～

4号

提
案
②

登
録
消
除
に
伴
う
欠
格
期
間
の
緩
和

（
介
護
支
援
専
門
員
の
登
録
）

法
第
69
条
の
2
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
都
道
府
県
知
事
が
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
う
試
験
・・
・
に
合
格
し
、
か
つ
、
都
道
府
県
知
事
が
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
行
う
研
修
・
・
・の
課
程
を
修
了
し
た
も
の
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
都
道
府
県
知
事

の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
一
～
五
号

省
略
）

六
第
六
十
九
条
の
三
十
九
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
消
除
の
処
分
を
受
け
、
そ
の
処
分
の
日
か
ら
起
算
し
て
五

年
を
経
過
し
な
い
者

七
第
六
十
九
条
の
三
十
九
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
消
除
の
処
分
に
係
る
・・
・通
知
が
あ
っ
た
日
か
ら
当
該
処

分
を
す
る
日
又
は
処
分
を
し
な
い
こ
と
を
決
定
す
る
日
ま
で
の
間
に
登
録
の
消
除
の
申
請
を
し
た
者
・
・・
で
あ
っ

て
、
当
該
登
録
が
消
除
さ
れ
た
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
を
経
過
し
な
い
も
の
（
以
下
省
略
）

期
待
で
き
る
効
果

介
護
支
援
専
門
員
の
復
職
の
可
能
性
を
広
げ
る
こ
と
で
、
事
業
者
の
人
材
の
確
保

に
つ
な
が
る
。

29



自動車運転代行業に係る指導・監督制度の見直し 

 

平成 29 年７月 11 日 

静岡県交通基盤部地域交通課 

１ 提案概要 

 (1) 背景 

自動車運転代行業者（以下「代行業者」という。）は、事前に利用料金を定めて営業所に掲

示し、損害賠償責任保険（任意保険）に加入しなければならないが、自動車運転代行業（以下

「代行業」という。）に係る認定後や代行業者に対する立入検査後に、事業所を撤去したり、

保険料を納めず、法令で義務付けられた事項に必要な経費を加味した適正料金を大幅に下回る

利用料金で営業している代行業者が存在する。静岡県内における平成 28 年の代行業者が関係

する人身事故は 24 件に上り、事故が発生した際には、利用者が不利益を被ることが懸念され

る。 

 

 (2) 提案内容 

「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（以下「法」という。）」において、条例等

で損害賠償責任保険の保険料の支払い状況の報告の義務化や最低利用料金を規定することを

可能とする等、代行業の安全と質を確保し、利用者の保護を図るため、都道府県が適切な指導・

監督を行える仕組みに見直すこと。 

 

２ 支障事例について 

県及び県公安委員会では、代行業者に義務付けられている事業所の設置、損害賠償責任保険へ

の加入、運転従事者の研修等について、立入検査や講習会の実施など代行業者の規範意識の向上

に努めている。 

しかし、損害賠償責任保険の保険料に関する支払い状況報告（※１、２）が義務化されていないこ

とや利用料金に関する具体的な規定（※３）がないことなどから、法で定められた義務を遵守して

いない可能性のある代行業者の発見、指導・監督、摘発等を行うことが困難な状況となっている。 

また、価格競争の結果、適正な経費を利用料金に反映した代行業者が減少し、その結果、利用

者が安心して代行業を利用できる環境が悪化してきている。 

 

※１ 国の技術的助言に基づき、毎月２団体（ジェイ・ディ共済協同組合、全国運転代行共済協

同組合）から都道府県に共済掛金の滞納により共済契約が解除された代行業者のリストが提

出されているが、他の保険会社に加入している代行業者が全体の 1/4（約 70 社）を占めてい

る。 

※２ 都道府県は上記リスト掲載代行業者に対し、「損害賠償措置に係る報告書」の提出を求め

ることができる。 

報告書は損害賠償責任保険・共済の加入状況を確認するもので、保険期間や保険金限度額

等を回答させる内容となっており、加えて保険証券等及び保険料等支払いに係る領収書等の
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写しを添付することとされているが、その対象はあくまで上記リスト掲載代行業者に限られ

る。 

 ※３ 利用料金は、鉄道やバスのような認可制度ではなく、代行業者が任意に定めている。国の

ガイドライン（別紙参照）で「料金設定のあり方」が示されているが、法に規定が無いため、

都道府県が行うことのできる指導には限界がある。 

 

３ 制度改正の必要性とその効果について 

・保険の支払い状況の報告の義務化や最低利用料金を規定することなどにより、法令で定められ

た義務を遵守していない可能性のある代行業者の発見、指導・監督、摘発等を円滑に行うこと

が可能となる。 

・最低利用料金の規定は、利用者が、適法に代行業を営む代行業者を選定する際の参考になる。 

・代行業者が必要以上の価格競争を意識せず、利用料金に安全性を確保するための整備費用や人

件費を計上することができるため、利用者の保護につながる。 

 

４ 制度改正の提案 

 ・地域の実情に応じた最低利用料金の設定を条例等に委ねる旨の規定を法令に追加する。（現行

法では、業界の健全な競争を阻害するほど不当に安い料金を設定することも可能で有り、独占

禁止法に抵触する可能性がある。） 

 ・代行業者が都道府県に提出する書類を法令に列挙する。（都道府県間で差がないか調査は必要） 

（例）保険の加入状況、保険料の支払状況に関する報告書の提出 

 ・損害賠償責任保険の保険料を滞納している代行業者や最低利用料金を下回る料金で営業してい

る代行業者に対して、公安委員会が代行業の営業停止又は認定の取り消しを行うことができる

仕組みとする。 

 

 

 

以上 
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（別 紙） 

自動車運転代行業の料金制度に関するガイドラインについて 

 

（静岡県 地域交通課） 

 

１ 概 要 

・平成 28 年４月１日に国土交通省が公表した。 

・運転代行の料金体系を分かりやすくした指針であり、料金の種類及び適用地点等を定め

ている。 

・運転代行業者が料金を定める際の指針であり、強制力はない。 

 

２ 主な内容 

(1) 料金の種類 

    料金の種類は、原則として距離制料金とするが、時間制料金、定額料金の中から自動車

運転代行業者が選択する。 

(2) 料金の主な内容 

ア 距離制料金について 

     ・料金メーター器を使用する場合の初利用距離は１km単位、加算距離は１m単位とする。 

   ・収受する料金は、料金メーター器に表示された金額又は代行運転自動車等のトリップ

メーター器の示す利用距離から算出された金額とする。 

  イ 時間制料金について 

    初利用時間は１時間、加算時間は 30 分単位とする。 

  ウ 定額料金について 

    自動車運転代行業者において事前に料金を設定し営業所に掲示する。 

 (3) 料金設定のあり方 

   正当な理由なく、自動車運転代行業必要な費用を著しく下回る料金で継続的にサービス

を提供し、他の業者の事業活動を困難にさせる恐れがあるものは、私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律に規定する不当廉売に該当する場合がある。 

 (4) その他 

ア 料金の割増について 

    深夜早朝割増や冬期割増などを設定することできる。  

  イ 料金の割引 

    遠距離割引や営業施策割引を設定することができる。 

ウ 附帯サービス料金 

    迎車料金、待ち料金、キャンセル料金等を設定できる。 
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